
現 状

災害リスクの高い区域の指定が進み，危険な土地の区域に市街地が形成されている状況が明

らかになっている【Ⅱ－①－１，２】。

平成30年７月豪雨による災害では，災害リスクの高い区域において甚大な被害が生じており

【Ⅱ－①－３，４】，土砂災害による死者の約９割が，土砂災害警戒区域などの危険箇所で被

災している【Ⅱ－①－５】。また，県内で9,000戸近い住宅が洪水・内水災害などによる浸水被

害を受けた。

自然災害による被害を未然に防ぐため，都市的土地利用を制限【Ⅱ－①－６】するなど，県

内市町や関係部局と連携しながら検討していく必要がある。

■Ⅱ－①－１ 土砂災害警戒区域等の指定状況の変遷

・土砂災害防止法の策定及び改正に伴い，基礎調査の実施・結果公表が進み，市街地に土砂災害警
戒区域等の指定が進んでいる。

■自然災害に強い土地利用の規制・誘導

①災害リスクの高い区域における都市的土地利用の制限

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

資料：土砂災害ポータルひろしま（広島県）

平成14年４月時点 平成30年６月時点
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資料：土木建築行政の概要（広島県）より作成

・土砂災害警戒区域等の指定は，平成30年度には，特別警戒区域が約3.4万箇所，警戒区域は
約3.6万箇所にのぼっている。

・区域指定などの手続が未完了箇所も多く残存することから，指定箇所が増加する見通しである。
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■Ⅱ－①－３ 平成30年７月豪雨の被害状況

・平成30年７月豪雨では，県内で土砂災害などにより死者・行方不明者114名（災害関連死含まず），
住宅も全壊・半壊など約15,600棟が被害を受ける甚大な被害が発生した。

・道路，JRなどの交通インフラも甚大な被害が多発しており，通行止め区間の復旧に向けた作業が
進められている。

資料： 平成30年７月豪雨災害による被害等について（R1.6.5時点） （広島県ホームページ）より作成

※死亡欄の( )は災害関連死として認定された人数（内数）

死亡 行方不明 重傷 軽傷 計 全壊 半壊 一部損壊等 計
広島市 23 2 12 18 55 111 358 2,002 2,471
呉市 28(3) 5 17 50 323 897 1,989 3,209

竹原市 6(2) 4 10 24 312 267 603
三原市 14(6) 2 9 25 288 699 853 1,840
尾道市 2 2 6 10 31 45 575 651
福山市 3(1) 5 2 10 14 77 2,143 2,234
府中市 3(1) 1 4 7 35 111 153
三次市 1 3 484 488
庄原市 2 23 284 309
大竹市 1 1 39 39

東広島市 19(7) 1 16 12 48 44 110 885 1,039
廿日市市 3 7 10

安芸高田市 2 1 3 1 1 108 110
江田島市 3 1 4 8 25 138 171
府中町 2 2 2 17 117 136
海田町 2(1) 4 1 7 16 83 327 426
熊野町 12 10 22 21 19 87 127
坂町 18(2) 1 4 8 31 263 896 295 1,454

安芸太田町 1 1
大崎上島町 1 16 94 111
北広島町 6 6
世羅町 2 2 3 1 67 71

神石高原町 1(1) 1 4 15 19
計 133(24) 5 66 81 285 1,160 3,624 10,894 15,678

市町村名
人的被害 住家被害

■Ⅱ－①－２ 土砂災害警戒区域等の指定状況

59



資料：ひろしま地図ナビ（広島市）より作成

市街化調整区域
市街化区域

土砂災害特別警戒区域（土石流）

写真①

写真①

写真②

写真②

資料：土砂災害ポータルひろしま（広島県）より作成

・平成30年７月豪雨では，多くの渓流で土石流が発生し，土砂災害特別警戒区域に指定された区域に
おいて，甚大な被害が生じた地区がある。

・市街化区域内でも，土砂災害特別警戒区域に指定された区域において，土石流により家屋倒壊など
の被害が生じた地区がある。

■Ⅱ－①－４ 平成30年７月豪雨による被災現場の状況
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・平成30年７月豪雨において，被災位置が特定できた死者のうち，土砂災害警戒区域内などで被災し
た死者は約９割である。

資料：実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会（第１回資料）
（国土交通省ホームページ）

■Ⅱ－①－５ 人的被害発生箇所における土砂災害警戒区域の指定状況
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・広島市の矢口川下流部周辺地区では，近年の集中豪雨発生による家屋の床上浸水を伴う内水被害
が度々発生していることから，床上浸水被害を受けにくい建築物の建築などを誘導し，災害に強い市
街地の形成を図るため，地区計画で，「建築物等の形態又は意匠の制限」を定めている。

地区計画にT.P（海抜）9.8ｍより低い高さの家屋の建築の防止を定める

資料：第15回気候変動に適応した治水対策検討小委員会
「まち・地域と連携した適応策について」（国土交通省ホームページ）

■Ⅱ－①－６ 災害リスクの高い地域における地区計画の活用
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現 状

市街化調整区域や都市縁辺部にある森林や優良農地は，地球環境を保全する貴重な緑地であ

るとともに，土砂流出を防備するなど，災害を未然に防ぐ機能を兼ね備えている。

しかし，住宅地のミニ開発などの都市的土地利用の進行により，農地などは減少傾向にある

【Ⅱ－②－１】。
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・県内の市街化調整区域内の農地面積は減少傾向にある。

■Ⅱ－②－１ 市街化調整区域内の農地面積の推移

■自然災害に強い土地利用の規制・誘導

②流域保水機能や土砂流出防止機能を有する
森林や緑地及び農地などの保全の推進

Ⅱ．安全・安心に暮らせる
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現 状

密集市街地は，老朽化した木造建築物が密集し，狭隘な道路が多く，公園などの都市基盤施

設が不足するなど基盤整備が不十分なまま市街化が進んだ地区が多い。

震災時などに地区内で火災が発生した場合，狭隘な道路により消防活動や避難が困難となっ

たり，密集した木造住宅による延焼の拡大など，大規模な被害が発生することが懸念される

【Ⅱ－③－１】。

加えて，敷地規模が狭小で，接道義務など建築制限に不適合な建築物が多いなどの市街地特

性から，各敷地単独では従前の床面積を確保した建替えができない場合が多く，土地・建物に

関する権利関係が複雑であることも多いことから，一般の市街地に比べ自力での建替えが進み

にくい状況にある【Ⅱ－③－２】。

■Ⅱ－③－１ 密集市街地の事例

・木造住宅が密集した市街地や斜面地に形成された市街地においては，道路などの都市基盤施設の
整備が遅れており，緊急車両が進入することが困難なため，火災などへの防災性が低くなっている。

・敷地によっては接道要件を満たしていないため，建築物の更新が進まず，老朽化した空き家が点在
している。

■災害に強い都市構造の構築

③密集市街地の防災性の向上

Ⅱ．安全・安心に暮らせる
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・広島県全体の数値は全国値を上回っている。
・市町別では尾道市が最も高く，次いで世羅町，江田島市，呉市の順である。

■Ⅱ－③－２ 敷地が道路に接していない住宅の割合

資料：平成25年住宅・土地統計調査（総務省）より作成
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現 状

公園・緑地は，災害時などには避難地としての機能を果たすが，広域避難地に指定されてい

る公園での防災設備の整備は全国的に進んでおらず，不十分な状況となっている【Ⅱ－④－

１】。

■Ⅱ－④－１ 避難地に指定されている公園の防災施設の整備状況

資料：2007年・第１回みどりの技術フォーラム「都市公園の防災性能の評価に関する研究」
（国土交通省 国土技術政策総合研究所）

・国土交通省が行った調査によると，広域避難地に指定されている公園において，防災設備の整備が
進んでいない状況となっている。

■災害に強い都市構造の構築

④防災拠点となる公園・緑地の整備

Ⅱ．安全・安心に暮らせる
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現 状

災害発生時に救命救援や緊急物資輸送を担う緊急輸送道路では，道路改良や道路付け替えな

どの整備を必要とする区間が残っている【Ⅱ－⑤－１】。

県内に甚大な被害をもたらした平成30年７月豪雨災害では，交通機関が長期間不全となって

おり，特に幹線道路が途絶したことが被災後の復旧・復興の大きな支障となった。

また，集落に連絡する道路が災害脆弱でかつ単路線である地域も少なくなく，災害時では最

大26地区で集落の孤立が発生した【Ⅱ－⑤－２，３】。

被災した幹線道路には，地下に光通信ケーブルを埋設しているものもあり，これが断線して

いた場合，情報ネットワークサービスに重大な支障が発生していた可能性もある。

■Ⅱ－⑤－１ 緊急輸送道路ネットワーク図

資料：広島県緊急輸送道路ネットワーク計画「西部建設事務所（広島市周辺）」
（広島県ホームページ）

事業中区間

・災害時に避難・救助をはじめ，物資供給などの応急活動のために，緊急車両の通行を確保すべき重
要な路線である緊急輸送道路のうち，整備が完了していない区間が残っている。

■災害に強い都市構造の構築

⑤交通ネットワークなどの代替機能の向上

Ⅱ．安全・安心に暮らせる
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資料：広島国道事務所管内の通行止め箇所【第４報】（広島国道事務所ホームページ）

・平成30年７月豪雨では，土砂崩落などによる道路の通行止めが多数発生した。

■Ⅱ－⑤－３ 平成30年７月豪雨で孤立した地区（県まとめ）

・平成30年７月豪雨では，県内の８市２町で交通ネットワークの寸断により，一時孤立状態となった 集
落が発生した。

市町名 地区名 世帯数 人数

広島市 清山団地 確認中 確認中

呉市 安浦地区 5000 11000

呉市 野呂山高原ロッジ 調査中 15

呉市 川尻地区 3070 8500

呉市 仁方町戸田 170 300

呉市 広小坪地区 880 1900

呉市 広長浜地区 700 1300

呉市 見晴3丁目の一部 10 確認中

呉市 豊地区 1052 1805

呉市 豊浜地区 900 1300

呉市 蒲刈地区 950 1700

呉市 下蒲刈地区 750 1400

呉市 倉橋町長谷 39 59

江田島市 沖美町高祖

江田島市 沖美町美能

江田島市 沖美町三吉

坂町 小屋浦地区 830 1800

坂町 水尻地区

神石高原町

竹原市 戸石地区 不明 6～7

竹原市 宿根地区 不明 25

東広島市 安芸津町三津地区 6 5人以上

東広島市 河内町入野地区 1 7

東広島市 河内町大和地区 16 38

三次市 藤根原地区 7 不明

三原市 下畑・花園地区 不明 不明

庄原市 西城

872 1703

資料：平成30年７月豪雨災害による被害等について（第15報，第16報） （広島県ホームページ）

■Ⅱ－⑤－２ 被災後の通行止め区間情報図
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現 状

県内にある建築物は，旧耐震基準以前に建築された老朽建物も今なお数多く現存し，こうし

た建築物は，耐震改修や建物更新を必要とする【Ⅱ－⑥－１】。

また，老朽化した木造建築物が密集した地区では，火災が発生した場合，狭隘な道路により

消防活動や避難が困難となり，延焼の拡大など，大規模な被害が発生することが懸念される。

住宅需要の受け皿として造成された住宅団地などでは，地形改変による大規模な盛土地があ

るなど，地震などに脆弱な住宅地も数多く点在している【Ⅱ－⑥－２】。

■Ⅱ－⑥－１ 住宅・建築物の耐震化率

① 多数の者が利用する建築物 ※ 多数の者が利用す
る建築物耐震改修促
進法第14号各号に掲
げる用途・規模の要
件に該当するすべて
の建築物。

（用途例）
・小学校，中学校等
・高校，大学等
・体育館等運動施設
・病院，診療所
・劇場，集会場等
・店舗，飲食店等
・ホテル，旅館
・その他

・広島県の住宅・建築物の耐震化率では，平成27年度末時点で，多数の者が利用する建築物は
86.4％，住宅は79.2％であり，耐震性のない建物が未だ残存している。

・住宅の耐震化率では，全国の82％（H25）を下回っている。

② 住宅

【全国との比較】

資料：広島県耐震改修促進計画（第２期計画） （広島県）

■災害に強い都市構造の構築

⑥建築物や宅地の耐震化・防災対策の推進

Ⅱ．安全・安心に暮らせる
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・大規模な盛土造成が行われた地区が，市街地の外縁部を中心に多く存在している。

資料：大規模盛土造成地マップの公表について（広島県ホームページ）

■Ⅱ－⑥－２ 大規模盛土造成マップ

70



現 状

県による「広島県災害復興都市計画マニュアル」【Ⅱ－⑦－１】は策定されているが，市町

での計画策定は進んでいない。平成30年7月豪雨などの大規模災害時にも迅速に復旧・復興の体

制を構築し，的確な対応を行っていくために，各市町でのマニュアル作成や事前の模擬訓練の

実施などの県市町職員の復興体制の強化を図っていく必要がある【Ⅱ－⑦－２】。

■Ⅱ－⑦－１ 広島県災害復興都市計画マニュアル

・本県においては，災害発生直後から所要の手段を的確に講じ，迅速な復興を図るため，必要な都市
計画上の対応について，被災後から復興まちづくり計画の策定や事業着手までのプロセスなどを示
す，「広島県災害復興都市計画マニュアル」を平成27年３月の策定している。

■災害に強いまちづくりの普及・啓発

⑦市町の復興まちづくり計画策定に向けた取組の推進

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

資料：広島県災害復興都市計画マニュアル（広島県ホームページ）
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・平成30年７月豪雨では，県内で土砂災害などにより死者・行方不明者114名（災害関連死含まず），
住宅も全壊・半壊など約15,600棟が被害を受ける甚大な被害が発生した。

・道路，JRなどの交通インフラも甚大な被害が多発しており，通行止め区間の復旧に向けた作業が進
められている。

■Ⅱ－⑦－２ 平成30年７月豪雨の被害状況

資料： 平成30年７月豪雨災害による被害等について（R1.6.5時点） （広島県ホームページ）より作成

※死亡欄の( )は災害関連死として認定された人数（内数）

死亡 行方不明 重傷 軽傷 計 全壊 半壊 一部損壊等 計
広島市 23 2 12 18 55 111 358 2,002 2,471
呉市 28(3) 5 17 50 323 897 1,989 3,209

竹原市 6(2) 4 10 24 312 267 603
三原市 14(6) 2 9 25 288 699 853 1,840
尾道市 2 2 6 10 31 45 575 651
福山市 3(1) 5 2 10 14 77 2,143 2,234
府中市 3(1) 1 4 7 35 111 153
三次市 1 3 484 488
庄原市 2 23 284 309
大竹市 1 1 39 39

東広島市 19(7) 1 16 12 48 44 110 885 1,039
廿日市市 3 7 10

安芸高田市 2 1 3 1 1 108 110
江田島市 3 1 4 8 25 138 171
府中町 2 2 2 17 117 136
海田町 2(1) 4 1 7 16 83 327 426
熊野町 12 10 22 21 19 87 127
坂町 18(2) 1 4 8 31 263 896 295 1,454

安芸太田町 1 1
大崎上島町 1 16 94 111
北広島町 6 6
世羅町 2 2 3 1 67 71

神石高原町 1(1) 1 4 15 19
計 133(24) 5 66 81 285 1,160 3,624 10,894 15,678

市町村名
人的被害 住家被害

72



現 状

各自治体によるハザードマップの作成・公表の取組は進んでいる【Ⅱ－⑧－１】が，住民へ

の周知不足などにより災害時の避難行動につながっていない現状がある。平成30年７月豪雨に

おいても，避難の遅れから多くの人的被害が発生しており，都市防災に関する情報発信のあり

方と避難行動に対する住民の意識改革が大きな課題となっている。

資料：広島県のハザードマップ公表状況（広島県ホームページ）

市町名 土砂災害 洪水 高潮 津波 地震 市町名 土砂災害 洪水 高潮 津波 地震
広島市 ○ ○ ○ ○ ○ 安芸高田市 ○ ○ ○

呉市 ○ ○ ○ ○ ○ 江田島市 ○ ○ ○ ○

竹原市 ○ ○ ○ ○ ○ 府中町 ○ ○ ○ ○

三原市 ○ ○ ○ ○ ○ 海田町 ○ ○ ○ ○

尾道市 ○ ○ ○ ○ 熊野町 ○ ○

福山市 ○ ○ ○ ○ ○ 坂町 ○ ○ ○ ○

府中市 ○ ○ 安芸太田町 ○ ○

三次市 ○ ○ 北広島町 ○ ○

庄原市 ○ ○ 大崎上島町 ○

大竹市 ○ ○ ○ ○ 世羅町 ○ ○

東広島市 ○ ○ ○ ○ ○ 神石高原町 ○

廿日市市 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

・土砂災害ハザードマップは全市町で公表済みである。

■Ⅱ－⑧－１ ハザードマップの公表状況（土砂災害，洪水，高潮，津波，地震）

⑧都市防災に関する情報の発信・啓発

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

■災害に強いまちづくりの普及・啓発
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現 状

中心市街地や拠点地区では，歩行者空間整備が進んでいるものの，狭隘な道路に歩車が混在

している地区がある【Ⅱ－⑨－１】。

■Ⅱ－⑨－１ 歩車分離が進んでいない市街地の事例

・古くからの市街地では，歩道整備がされておらず，歩行者と車両の分離がなされていない道路空間と
なっている地域がある。

⑨歩きやすく移動しやすい都市空間づくり

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

■中心市街地，周辺の拠点地区に求められる市街地整備のあり方
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■Ⅱ－⑩－１ 低炭素まちづくりの考え方

〇建物及び地区・街区のエネルギーの利用効率を向上するエリアの概念図

・「低炭素都市づくりガイドライン（国土交通省）」では，低炭素まちづくりに向けた，地区・街区単位での
効率的なエネルギー利用の考え方，エネルギー負荷を削減するための対策例などが示されている。

資料：低炭素都市づくりガイドライン（国土交通省）

〇エネルギー負荷を削減するための対策例

現 状

平成23年の東日本大震災では，エネルギーの需要に対して，十分な供給ができない問題が発

生し，エネルギー負荷の小さい都市づくりの必要性が問われるようになった。

そのため，中心市街地や拠点地区などの人口や都市機能が集積する地域では，市街地整備に

合わせて，エネルギーの効率的利用に取り組むことが有効である【Ⅱ－⑩－１】。

⑩エネルギーの効率的利用による都市空間の低炭素化

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

■中心市街地，周辺の拠点地区に求められる市街地整備のあり方
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ア．適正管理（n=23：複数回答）

イ．除却（n=23：複数回答）

資料：広島県空き家対策対応指針（広島県）

■Ⅱ－⑪－１ 空き家の所有者が抱えていると思われる問題

・空き家問題等に関する市町アンケート調査では，空き家の適正管理や除却に関して空き家の所有者
が抱えていると思われる問題として，所有者の経済的理由や遠方居住等による管理の困難さなどが
挙げられている。

現 状

県下の空き家数は増加傾向にあり，その中には所有者の高齢化や遠方居住，経済的理由など

から適正な管理がなされず【Ⅱ－⑪－１】，防災，衛生，景観などの地域住民の生活環境に深

刻な影響を及ぼしている空き家が存在する【Ⅱ－⑪－２】。

平成27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され，市町が特定空き家の除

却を含めた空き家対策を進める枠組みが整っている【Ⅱ－⑪－３】。

⑪空き家対策

Ⅱ．安全・安心に暮らせる

■特定課題への対応
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資料：広島県空き家対策対応指針（広島県）

■Ⅱ－⑪－３ 空き家対策計画の策定状況

・空き家のうち，「その他の住宅（長期にわたって居住者が不在の住宅，建て替えのため取り壊すこと
になっている住宅など）」では，腐朽・破損がある割合が30％を超えており，管理が不十分な状態と
なっているものが多くある。

・県内では18市町で「空き家対策計画」が策定済みとなっている。（平成30年３月31日時点）

■Ⅱ－⑪－２ 空き家の管理状況

資料：空家等対策の推進に関する特別措置法関連情報
「空家等対策の巣新に関する特別措置法の施行状況等について」（国土交通省ホームページ）
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